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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期

第３四半期 
連結累計期間

第91期
第３四半期 
連結累計期間

第90期
第３四半期 
連結会計期間

第91期 
第３四半期 
連結会計期間

第90期

会計期間

自  平成21年
   ４月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自  平成22年
   ４月１日 
至  平成22年 
    12月31日

自  平成21年
   10月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自  平成22年 
   10月１日 
至  平成22年 
    12月31日

自  平成21年
   ４月１日 
至  平成22年 
    ３月31日

売上高 (百万円) 17,457 19,622 7,501 6,811 26,511 

経常利益 (百万円) 2,815 2,226 1,539 875 4,451 

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,675 1,378 923 514 2,434 

純資産額 (百万円) ― ― 31,182 32,259 32,210 

総資産額 (百万円) ― ― 43,598 46,882 42,452 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 757.85 784.05 782.80 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 40.73 33.51 22.45 12.50 59.16 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 71.5 68.8 75.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 95 4,050 ― ― 4,129 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,272 △7,235 ― ― △3,309

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,254 4,150 ― ― △1,568

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 1,013 2,347 1,300 

従業員数 (名) ― ― 296 306 294 
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注)  従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。)であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注)  従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年12月31日現在

従業員数(名)     306

 平成22年12月31日現在

従業員数(名)     301
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、単一セグメントの下で以下の製品を生産しております。 

当第３四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社製品は国内、輸出とも一部受注生産をする場合がありますが、製造期間が長いため、基本的には

ユーザーの生産動向をベースにした見込生産であります。 

  

(3) 販売実績 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、単一セグメントの下で以下の製品を販売しております。 

当第３四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

区分 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

人造黒鉛電極 2,566 ＋15.9

アルミニウム製錬用炭素製品 2,594 △28.8

特殊炭素製品 623 ＋22.5

粉体及びその他炭素製品 704 △2.3

合計 6,489 △8.4

区分 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

人造黒鉛電極 2,441 △3.6

アルミニウム製錬用炭素製品 2,743 △24.8

特殊炭素製品 903 ＋56.6

粉体及びその他炭素製品 722 △3.1

合計 6,811 △9.2

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

住友商事株式会社 3,399 45.3 2,691 39.5 

三菱商事株式会社 491 6.5 814 12.0 
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当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

該当事項はありません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府による景気浮揚策の終了や円高の進行などを

背景に、再び停滞局面に移行しています。 

このような状況のもと、当社グループ(当社及び連結子会社)の売上高は、輸出の伸び悩みにより、68

億１千１百万円となり、前年同四半期比9.2％の減収となりました。 

利益面では、原料価格を始めとするコストアップや円高の影響により、営業利益は８億２千８百万

円、経常利益は８億７千５百万円に留まり、前年同四半期に比べ、それぞれ40.9％および43.1％の減益

となりました。また、四半期純利益は、５億１千４百万円となり、前年同四半期よりも44.3％の減益と

なっております。 

なお、製品別の売上状況については、次の通りであります。 

・人造黒鉛電極は、24億４千１百万円となり、前年同四半期に比べ3.6％の減収となりました。 

・アルミニウム製錬用炭素製品は、27億４千３百万円になり、前年同四半期に比べ24.8％減収となり

ました。 

・特殊炭素製品は、９億３百万円となり、前年同四半期に比べ56.6％の増収となりました。 

・粉体及びその他炭素製品は、７億２千２百万円となり、前年同四半期に比べ3.1％の減収となりま

した。 

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 財政状態の分析 

総資産は、前連結会計年度末と比較して44億２千９百万円増加して、468億８千２百万円となりまし

た。主な増加は、設備投資による建設仮勘定の増加78億７百万円および現金及び預金の増加11億４千６

百万円であり、主な減少は、受取手形及び売掛金の減少17億４千７百万円、機械装置及び運搬具(純額)

の減少12億３千３百万円、所有株式時価の下落による投資有価証券の減少11億２千１百万円および仕掛

品の減少２億７千７百万円です。 

負債は、前連結会計年度末と比較して43億８千万円増加して、146億２千２百万円となりました。主

な増加は、長期借入金の増加50億円であり、主な減少は、未払法人税等の減少８億８千９百万円です。

少数株主持分を含めた純資産は、前連結会計年度末と比較して４千９百万円増加して、322億５千９

百万円となりました。主な増加は、利益剰余金の増加７億２千万円であり、主な減少は、その他有価証

券評価差額金の減少６億６千９百万円です。 

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の75.9％から68.8％となりました。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは10億７千３百万円の収入超

過、投資活動によるキャッシュ・フローは24億４千７百万円の支出超過、財務活動によるキャッシュ・

フローは８千７百万円の収入超過となりました。以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現

金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ12億３千９百万円減少(34.5％減)し、23億４千

７百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前四半期純利益８億４千９百万円に、減価償却費６億３千４百万円、仕入債務の増加額６

億１千７百万円等を加算し、賞与引当金の減少額１億６千２百万円、たな卸資産の増加額１億５千３百

万円、未収消費税等の増加額１億３千１百万円、法人税等の支払額５億１千７百万円等を減算した結

果、10億７千３百万円の資金の増加(対前年同四半期比144.2％増)となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得に23億２千９百万円を支出したこと等により、24億４千７百万円の資金の減少

(対前年同四半期比172.3％増)となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

配当金に３億８百万円を支出しましたが、短期借入金が４億円増加したこと等により、８千７百万円

の資金の増加(対前年同四半期比85.1％減)となりました。 

  

(4) 事実上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は29百万円であります。 

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 155,708,000 

計 155,708,000 

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在発行数
(株) 

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,388,682 41,388,682 
大阪証券取引所  
(市場第二部)

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない当社における
標準となる株式。 
なお、単元株式数は
1,000株であります。 

計 41,388,682 41,388,682 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年10月１日 
～ 

平成22年12月31日
― 41,388,682 ― 5,913 ― 4,705 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができませんので、直前の基準日である平成22年９月30日現在で記載しておりま

す。 

① 【発行済株式】 

平成22年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式768株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注)  最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

 
普通株式 247,000

―
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式 

完全議決権株式(その他) 
 
普通株式 40,903,000 40,903 同上 

単元未満株式 
 
普通株式 238,682 ― 同上 

発行済株式総数 41,388,682 ― ― 

総株主の議決権 ― 40,903 ― 

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ＳＥＣカーボン株式会社 

兵庫県尼崎市潮江一丁目
２番６号 
尼崎フロントビル６階 

247,000 ― 247,000 0.60 

計 ― 247,000 ― 247,000 0.60 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
 ４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 598 598 504 472 470 431 420 469 469 

最低(円) 545 434 432 432 405 397 390 400 435 
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

役職の異動 

  

３ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
国内電極営業担当 
兼 特炭営業担当 

取締役 特炭営業部長 衣笠 博和 平成22年９月16日
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10

月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21月12月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,447 1,300

受取手形及び売掛金 6,481 8,229

商品及び製品 2,123 2,234

仕掛品 7,999 8,277

原材料及び貯蔵品 988 1,024

その他 499 311

貸倒引当金 △14 △16

流動資産合計 20,526 21,361

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,283 3,471

機械装置及び運搬具（純額） 5,611 6,844

土地 1,300 1,301

建設仮勘定 9,957 2,149

その他（純額） 182 173

有形固定資産合計 ※  20,335 ※  13,940

無形固定資産 97 95

投資その他の資産   

投資有価証券 5,709 6,830

その他 224 232

貸倒引当金 △10 △7

投資その他の資産合計 5,923 7,055

固定資産合計 26,355 21,091

資産合計 46,882 42,452
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,748 2,220

短期借入金 1,900 2,100

未払法人税等 420 1,310

賞与引当金 130 260

その他 2,064 1,438

流動負債合計 7,263 7,329

固定負債   

長期借入金 5,000 －

繰延税金負債 649 1,108

退職給付引当金 1,320 1,326

環境対策引当金 329 430

その他 58 47

固定負債合計 7,358 2,912

負債合計 14,622 10,242

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,913 5,913

資本剰余金 5,247 5,247

利益剰余金 19,301 18,581

自己株式 △137 △136

株主資本合計 30,325 29,605

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,930 2,600

評価・換算差額等合計 1,930 2,600

少数株主持分 4 4

純資産合計 32,259 32,210

負債純資産合計 46,882 42,452
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 17,457 19,622

売上原価 12,564 15,005

売上総利益 4,893 4,617

販売費及び一般管理費 ※  2,206 ※  2,350

営業利益 2,687 2,266

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 108 97

不動産賃貸料 83 78

雑収入 47 51

営業外収益合計 239 227

営業外費用   

支払利息 16 12

不動産賃貸原価 15 16

為替差損 68 234

雑支出 9 3

営業外費用合計 110 267

経常利益 2,815 2,226

特別利益   

貸倒引当金戻入額 0 2

固定資産売却益 － 20

環境対策引当金戻入額 66 77

特別利益合計 66 100

特別損失   

固定資産除却損 76 38

投資有価証券評価損 18 10

特別損失合計 94 49

税金等調整前四半期純利益 2,787 2,277

法人税等 1,112 899

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,378

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 0

四半期純利益 1,675 1,378
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 7,501 6,811

売上原価 5,247 5,201

売上総利益 2,253 1,610

販売費及び一般管理費 ※  852 ※  782

営業利益 1,401 828

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 44 40

不動産賃貸料 27 25

為替差益 63 －

発生屑売却益 0 2

雑収入 13 12

営業外収益合計 150 82

営業外費用   

支払利息 5 4

不動産賃貸原価 4 4

為替差損 － 26

雑支出 1 0

営業外費用合計 12 35

経常利益 1,539 875

特別利益   

環境対策引当金戻入額 66 0

特別利益合計 66 0

特別損失   

固定資産除却損 48 15

投資有価証券評価損 18 10

特別損失合計 66 26

税金等調整前四半期純利益 1,538 849

法人税等 614 335

少数株主損益調整前四半期純利益 － 514

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 0

四半期純利益 923 514
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,787 2,277

減価償却費 2,178 1,864

投資有価証券評価損益（△は益） － 10

環境対策引当金の増減額（△は減少） △66 △100

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6 △5

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △81 △130

受取利息及び受取配当金 △108 △97

支払利息 16 12

為替差損益（△は益） △9 △81

固定資産売却損益（△は益） － △20

固定資産除却損 76 38

売上債権の増減額（△は増加） △740 1,747

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,635 424

仕入債務の増減額（△は減少） △775 527

未払消費税等の増減額（△は減少） 37 △245

未収消費税等の増減額（△は増加） 179 △130

その他 49 △340

小計 902 5,752

利息及び配当金の受取額 108 97

利息の支払額 △20 △12

法人税等の支払額 △895 △1,787

営業活動によるキャッシュ・フロー 95 4,050

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △100

有形固定資産の取得による支出 △2,176 △7,094

無形固定資産の取得による支出 △34 △25

固定資産の売却による収入 － 21

投資有価証券の取得による支出 △11 △17

長期貸付金の回収による収入 0 －

その他 △50 △18

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,272 △7,235

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,900 △200

長期借入れによる収入 － 5,000

長期借入金の返済による支出 △1 －

自己株式の取得による支出 △2 △0

配当金の支払額 △635 △636

リース債務の返済による支出 △6 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,254 4,150

現金及び現金同等物に係る換算差額 9 81

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △912 1,046

現金及び現金同等物の期首残高 1,925 1,300

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,013 ※  2,347
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

  (資産除去債務に関する会計基準等の適用) 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 なお、これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響はありません。 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

  (四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)

 (四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

 (法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法) 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

 (税金費用の計算) 

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

 なお、「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」を一括記載しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

第３四半期連結累計期間 
  

 
  

第３四半期連結会計期間 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※ 有形固定資産の減価償却累計額   33,462百万円 ※ 有形固定資産の減価償却累計額   31,902百万円 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

 

荷造費、運賃 
及び保管料 

680百万円
 

販売手数料 483 

給料、諸手当 
(役員報酬含む) 326 

賞与引当金繰入額 29 

退職給付費用 16 

研究開発費 85 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

   

荷造費、運賃
及び保管料 

772百万円

販売手数料 517 

給料、諸手当
(役員報酬含む) 341 

賞与引当金繰入額 25 

退職給付費用 16 

研究開発費 90 

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

 

荷造費、運賃 
及び保管料 

283百万円
 

販売手数料 224 

給料、諸手当 
(役員報酬含む) 107 

賞与引当金繰入額 29 

退職給付費用 5 

研究開発費 30 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

   

荷造費、運賃
及び保管料 

256百万円

販売手数料 189 

給料、諸手当
(役員報酬含む) 115 

賞与引当金繰入額 25 

退職給付費用 5 

研究開発費 29 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年12月31日現在) 

 

現金及び預金勘定 1,013百万円

現金及び現金同等物 1,013百万円
  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年12月31日現在) 

現金及び預金勘定 2,447百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △100百万円

現金及び現金同等物 2,347百万円
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(株主資本等関係) 

  

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日) 

  

１ 発行済株式の種類及び総数 
  

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数 
  

 
  

３ 新株予約権等の四半期連結会計期間末残高等 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
  

 
  

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 41,388 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 249 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月14日 
取締役会 

普通株式 329 8 平成22年３月31日 平成22年６月14日 利益剰余金

平成22年11月12日
取締役会 

普通株式 329 8 平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

  
【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

当社及び連結子会社は単一の事業を専業的に営んでおりますので、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

当社は在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 
  

 
(注) １ 海外売上高は、当社の本邦以外への売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

米州…………………カナダ、ブラジル、米国、メキシコ 

アジア・中近東……インド、アラブ首長国連邦、台湾、韓国 

欧州…………………ノルウェー、スロベニア、フランス、スロバキア 

その他の地域………オーストラリア、南アフリカ、モザンビーク 

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 
  

 
(注) １ 海外売上高は、当社の本邦以外への売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

米州…………………カナダ、ブラジル、米国、メキシコ 

アジア・中近東……カタール、アラブ首長国連邦、インド、韓国 

欧州…………………ノルウェー、フランス、スロベニア、ギリシア 

その他の地域………オーストラリア、モザンビーク、南アフリカ、エジプト 

 米州 アジア・中近東 欧州 その他の地域 計

① 海外売上高(百万円) 1,141 2,988 392 435 4,959 

② 連結売上高(百万円)  7,501 

③ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 15.2 39.9 5.2 5.8 66.1 

 米州 アジア・中近東 欧州 その他の地域 計

① 海外売上高(百万円) 1,945 6,229 1,161 1,222 10,559 

② 連結売上高(百万円)  17,457 

③ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 11.1 35.7 6.7 7.0 60.5 
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【セグメント情報】 

当社及び連結子会社は、炭素製品の製造・販売を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を

省略しております。 

  
(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17

号  平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  
(金融商品関係) 

  
当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日) 

長期借入金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められます。 
  

 
(注) 長期借入金の時価の算定方法 

 元利金の合計額を、同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し

ております。 

  

(有価証券関係) 

記載すべき事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

記載すべき事項はありません。 

  

(賃貸等不動産関係) 

記載すべき事項はありません。 

科目
四半期連結 

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

長期借入金(百万円) 5,000 4,983 △16 (注)
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(１株当たり情報) 

  
１  １株当たり純資産額 
  

 
  

２ １株当たり四半期純利益等 

第３四半期連結累計期間 
  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 
  

 
  

第３四半期連結会計期間 
  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

  

 784.05円
 

782.80円

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益 40.73円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円
 

１株当たり四半期純利益 33.51円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

項目 (自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,675 1,378 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,675 1,378 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,143 41,140 

(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益 22.45円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円
 

１株当たり四半期純利益 12.50円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

項目 (自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 923 514 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 923 514 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,141 41,140 
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係) 

記載すべき事項はありません。 

  

  

第91期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年11月12日開催の

取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議し、配当を行っております。 

 
  

  

  

２ 【その他】

① 配当金の総額 329百万円

② １株当たりの金額 ８円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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Ｓ Ｅ Ｃ カ ー ボ ン 株 式 会 社 

   

 
  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ＳＥＣカーボン株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＥＣカーボン株式会社及び連結子会社の

平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成22年２月９日

取 締 役 会  御 中 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士  片  岡  茂  彦 印

指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士  仲  尾  彰  記 印

指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士  松  嶋  康  介 印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

  
 

Ｓ Ｅ Ｃ カ ー ボ ン 株 式 会 社 

   

 
  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ＳＥＣカーボン株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＥＣカーボン株式会社及び連結子会社の

平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成23年２月７日

取 締 役 会  御 中 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士  仲  尾  彰  記 印

指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士  松  嶋  康  介 印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年２月10日 

【会社名】 ＳＥＣカーボン株式会社 

【英訳名】 SEC CARBON,LIMITED 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  大 谷 民 明 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 兵庫県尼崎市潮江一丁目２番６号尼崎フロントビル６階 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

 （大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

 

 



当社取締役社長大谷民明は、当社の第91期第３四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




